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東京国税不服審判所

審判官 小杉 直史

1

国際課税の新たな枠組み



例：国際的に活躍するスポーツ選手

自宅

【A国】

プロモーターと
〇〇億円の契約

リーグの試合で
助っ人として大活躍

クラブチーム

基本的にB国でプレーしているが、シーズンオフはA国に戻って自宅で家族と過ごすととも
に、 A国のテレビに出演している。稼いだお金はさらに別の国で運用している。

→ 国籍はA国人であることは間違いないが、どちらの国の居住者？
→ A国、B国、それ以外の国で稼いだお金はどの国が課税できる？

選手寮家族

【B国】



3

租税条約に基づく情報交換
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租税条約等に基づく情報交換の３類型

④関連情報の提供

②情報交換要請

国税庁 外国税務当局

１ 要請に基づく情報交換

①調査（課税上の問題の把握）

②自発的に情報提供
国税庁 外国税務当局

２ 自発的情報交換

①調査（外国における課税上の問題の把握）

②大量一括の情報提供
国税庁 外国税務当局

３ 自動的情報交換

①法定調書や共通報告基準に基づく情報収集
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③調査（情報収集）
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パナマ文書
（２０１６）

パラダイス文書
（２０１７）

パンドラ文書
（２０２１）
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CRSのイメージ①（日本から外国への情報提供）
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CRSのイメージ②（外国から日本への情報提供）
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【コラム】
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OECD（経済協力開発機構）って

一体どんなとこ？
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OECD租税委員会 関連組織の概要

OECD税務長官会議（FTA）

税務行政の知見の共有

OECD租税委員会（CFA）

MAP Forum

相互協議の執行面の改善や効率化
を図る検討のための枠組み

（行動14のピア・レビューの実施）

JITSIC

国際課税のリスク分析や
事例研究を行うネットワーク

BEPS包摂的枠組（IF）

BEPS対抗措置の実施、
モニタリングのための枠組み

自動的情報交換
ピア・レビュー・グループ（APRG）

各国の自動的情報交換に関する
審査の具体的な作業

ピア・レビュー・グループ （PRG）

各国のEOIR(*)に関する審査の具体的な作業
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税務行政執行共助条約調整機関

条約の実施及び発展について監視
新規加盟希望国の審査等
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BEPS包摂的枠組運営会合
（SGIF）

BEPS防止措置実施条約締約国会議

条約の解釈又は実施に関する問題への対処等

13

(*) EOIR : Exchange of Information on Request （要請に基づく情報交換）

税の透明性と情報交換に
関するグローバル・フォーラム

情報交換の実施に関するピア・レビュー

ピア・レビュー・グループ （PRG）

各国のEOIR(*)に関する審査の具体的な作業

JITSIC

国際課税のリスク分析や
事例研究を行うネットワーク
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海外進出と国際課税
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親会社（本店所在地国）

子会社支店駐在員事務所 パートナーシップ

準備的・補助
的な活動

PEに該当し、現

地にて国内源
泉所得に課税

現地法人として
課税され親会
社は関係なし

法人として課税？
その構成員（パー
トナー）に課税？

海外進出形態と国際課税

↓
恒久的施設
（PE）には該

当せず現地
の課税なし

↓

ペーパー子会
社のCFC税制、
コミッショネア

PEなければ課税なし

↓
LLPやGPなど多様

米国チェック・ザ・
ボックス制度

↓
二重課税は
外国税額控除、
国外所得免除



内国法人
外国法人

外国子会社
（ペーパー）

出資 $200万

(税率30%= $3万)

変更

受取利子 $10万

外国法人
内国法人

【 B 国 】【 A 国 】

貸付金 $200万

所得 $10万

外国子会社合算税制（CFC税制）
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【 A 国 】 【 B 国 】

【 C 国 】

所得 $0

(無税) 所得 $10万

貸付金 $200万

受取利子 $10万
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外国法人

日本（市場国）

オンライン注文

商品の配送

巨大倉庫

ネット通販業者

注文転送と配送委託

顧客

海外ネット通販業者への課税問題
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節税と脱税と租税回避の違い

節税 脱税租税回避



親会社A
関連会社B1

（ペーパー）

関連会社
B2

関連会社
D 

関連会社
C

（米国）

（グローバル市場）

（アイルランド） （バミューダ）

（オランダ）

①知的財産の
ライセンス譲渡

②支払

③管理支配

④ライセンス付与

⑤サブライセンス
付与

⑦ 売上

⑨使用料

顧客
(第三者)

ダブル・アイリッシュ・ダッチ・サンドイッチ（スキーム図）
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⑧使用料

⑥サービス
提供

共同開発(コスト
シェアリング)

?

管理支配地主義 タックスヘイブン

無税 無税

多額の使用料
で売上と相殺

アイルランドとオラ
ンダの租税条約は使
用料の源泉課税なし

課税所得なし

PEなければ
課税なし

※親会社Aは米国のチェックザボックス制度で、B1を法人ではなくB2の支店扱いにし
ており、B2に実態があるためCFC税制が適用されず、B1の留保利益を合算課税できない。

低額



市場国の一方的なデジタルサービス税(DST)
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アルゼンチン、オーストリア、ベルギー、ブラジル、カナダ、

コロンビア、コンゴ、コスタリカ、チェコ、デンマーク、フランス、

ハンガリー、インド、インドネシア、イスラエル、イタリア、

ケニア、マレーシア、メキシコ、ネパール、ナイジェリア、

パキスタン、パラグアイ、ペルー、ポーランド、ポルトガル、

シエラレオネ、スロバキア、スペイン、台湾、タンザニア、

チュニジア、トルコ、イギリス、ウルグアイ、ベトナム、

ジンバブエ．．．

DST導入を表明した国



BEPS2.0プロジェクトと

国際課税の新たな枠組み
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BEPS包摂的枠組の
メンバー国
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出典：財務省「もっと知りたい税のこと」令和4年6月
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出典：内閣府 第27回税制調査会（2023年6月30日）資料

第１の柱
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出典：財務省「令和5年度税制改正」

第２の柱



今後の課題
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ご清聴ありがとうございました。
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